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てふり返ると、① 1970 年６月：諮問 27 号、② 1998 年７月：諮問 43 号、③ 2004 年９月：諮
問 72 号、④ 2007 年 11 月：諮問 83 号という順序になる。
　①は 1977 年６月に中間答申が行われたが法改正には至らず、②は 1998 年 12 月に答申が行
われて改正案が国会に上程されたが、衆議院の解散で廃案となった後、2000 年９月に議員立



























　なお松尾論文では言及されていないが、1948 年に成立した新少年法は 1949 年に実は改正さ
れている（５）。
　前述したように 1948 年少年法は徹底した「裁判所先議」を導入していたが、それは犯罪少





　このようにして 14 歳という刑事責任年齢を境に、14 歳未満は児童福祉、14 歳以上は司法福
祉という棲み分けが戦後成立することになった。
３．1970 年諮問と 1977 年中間答申
　私が弁護士登録したのは 1973 年である。
















































1985 年には 0.6 パーセント、1990 年には 0.7 パーセント、1995 年には 1.2 パーセント、2000




























５．1998 年答申と 2000 年改正


















































































もとづき、原則逆送された少年は 216 人、検送率は約 62 パーセント、従前の検送率よりもか
なり高いが、実数としては年間 43 人程度であると述べている（25）。
　それでは「従前の検送率よりもかなり高い」というが、一体どの程度高いのであろうか。政
府報告とは別に、最高裁が「平成 12 年改正少年法の運用の概況―平成 13 年４月から平成 18
年３月―」を作成しているので、まず平成 12 年改正少年法施行前の 10 年間の平均検送（逆送）
率を確認すると、（1）殺人（未遂を含む）24.8 パーセント、（2）傷害致死 9.1 パーセント、（3）
強盗致死 41.5 パーセントとなっている（26）。
　次に政府報告の改正後の内訳を見ると、（1）殺人 77 人中 44 人／ 57.1 パーセント、（2）傷





　この論点に関して松尾教授は、2006 年 10 月 30 日の「平成 12 年改正少年法に関する意見
交換会」において（第２回議事録）、非常に重要な発言をしている（29）。要約して紹介すると、















計 48 名、これに強盗強姦を加えた重大事件は合計 53 名、これに対して原則逆送された 16 歳
未満の少年は５人だったという（31）。
　この５人の内訳を政府報告で見ると、傷害致死２名／ 15 歳、強盗強姦等１名／ 15 歳、道路
交通法違反２名／ 15 歳であり、14 歳はいない。また傷害致死の２人は逆送によって起訴され
た後、家裁に移送されて少年院送致の保護処分を受け、道路交通法違反の２人は罰金刑、強盗
強姦等の少年だけが懲役３年６月以上６年以下の不定期刑を受けたにすぎない（32）。
　16 歳未満の逆送率は、故意に人を死亡させた 48 名中／２名として 4.2 パーセント、重大事

























































































対する悉皆調査によれば、2007 年 11 月１日から 2008 年 10 月 31 日までの間に、原則送致事
件 59 件（警察が少年法６条の６第１項１号にもとづき送致した事件）に関して、児相が家裁
に送致した事件は 25 件であり、原則送致率は 43.9 パーセントであった。また送致根拠は児童

































　しかし最高裁の統計によれば、2008 年 12 月５日から翌年 12 月 31 日までの１年間で、審判
傍聴の対象事件は 223 件、それに対して審判傍聴の申出があった件数が 101 件、傍聴を認めら










































































































（11）　日弁連「少年法『改正』答申に関する意見」（昭和 59 年３月）、46 頁以下に詳しい。
（12）　 服部朗・佐々木光明「ハンドブック少年法」（2000 年、明石書店、176 頁）、「家庭裁判月報」
（平成 23 年２月号 42 頁の第 20 表、第 14 図参照、なお須野瀬学「国選付添人制度の展





















告」（「家庭裁判月報」平成 18 年９月号 115 頁以下）
（25）　前掲（３）98 頁、なお司法研修所「改正少年法の運用に関する研究」（平成 18 年、法曹会）
（26）　 「平成 12 年改正少年法の運用の概況―平成 13 年４月から平成 18 年３月―」（「家庭裁判












































（52）　 廣瀬健二「子どもの法律入門」（2005 年、金剛出版）の 111 頁以下「少年刑事裁判手続
きに生じる問題点」」参照、なお角田正紀「少年刑事事件を巡る諸問題」（「家庭裁判月報」
平成 18 年６月号１頁以下）、「連続特集・裁判員裁判をどう闘うか⑦、少年事件と裁判
員裁判」（「季刊刑事弁護」2009 年 57 号）所収の各論文参照
